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あった。表 1から大阪府下工場の罹災状況についてみると、第 1に、大阪府下 12,999工場中、 
「休止」「廃止」「焼失」といった罹災工場数は半数以上の 7,058工場にのぼった。第 2に、工員
数別にみた場合、規模が小さいほど罹災率、特に「焼失」の割合が高かった。すなわち、「工員
10 人未満」で罹災率が最も高かった（ただし「化学工業」では異なる）。第 3 に、業種別にみ
た場合、どの業種でも罹災率は半分の割合となっているが、工場数は、「機械器具工業」「金属 




















提＝敗戦からドッジ・ラインまで－」（神奈川大学『商経論叢』第 30巻第 3号 1995年）があげられる。
同論文では本稿でも使用している資料を活用しながら、復興期における中小企業（工業）を分析している。 
戦後復興期大阪における中小機械金属工業の再集積 




注３）調査時点は、1945年 12月 14日（大林弘道「戦後復興期における中小企業の再編〔1〕：戦後再編の前提＝敗戦からドッ 
ジラインまで」（神奈川大学『商経論叢』第 30巻第 3号 1995年）表－2（c）注２による）。 
表 1 大阪府下工場の罹災状況 
  
















  工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 工場数 総計比 
継続 － － 300 11.7% 351 7.2% 22 7.3% 117 9.9% 119 14.9% 29 13.4% 88 16.9% 47 34.1% 75 15.9% 1,148 8.8% 
転換 － － 57 2.2% 141 2.9% 23 2.0% 2 0.3% 31 6.0%   2 0.4% 256 2.0% 
休止 － － 153 6.0% 200 4.1% 12 4.0% 53 4.5% 57 7.2% 4 1.9% 18 3.5%   34 7.2% 531 4.1% 




焼失 － － 658 25.7% 1,209 25.0% 39 13.0% 146 12.4% 303 38.0% 92 42.6% 139 26.7% 46 33.3% 103 21.8% 2,735 21.0% 
継続 － － 620 24.2% 768 15.9% 153 50.8% 384 32.6% 149 18.7% 53 24.5% 124 23.8% 33 23.9% 106 22.4% 2,390 18.4% 
転換 － － 118 4.6% 519 10.7% 38 3.2% 25 3.1% 12 2.3% 2 1.4% 20 4.2% 734 5.6% 
休止 － － 124 4.8% 225 4.6% 31 10.3% 61 5.2% 12 1.5% 19 3.6% 4 2.9% 58 12.3% 534 4.1% 





焼失 － － 221 8.6% 869 17.9% 31 10.3% 289 24.5% 106 13.3% 30 13.9% 74 14.2% 4 2.9% 59 12.5% 1,683 12.9% 
継続 － － 44 1.7% 177 3.7% 8 2.7% 15 1.3% 1 0.1% 4 1.9% 9 1.7% 2 1.4% 4 0.8% 264 2.0% 
転換 － － 8 0.3% 78 1.6% 13 1.1%     99 0.8% 
休止 － － 6 0.2% 21 0.4% 1 0.1% 7 0.9%     35 0.3% 







焼失 － － 10 0.2% 16 1.4%     26 0.2% 
継続 － － 7 0.1%  1 0.5%     8 0.1% 
転換 － － 10 0.2%      10 0.1% 
休止 － －         






未満 焼失 － －         
継続 － － 2 0.0%      2 0.0% 
転換 － －         
休止 － －         





焼失 － －         
継続 1,010 51.2% 964 37.7% 1,305 26.9% 183 60.8% 516 43.8% 269 33.8% 87 40.3% 221 42.4% 82 59.4% 185 39.1% 4,822 37.1% 
転換 20 1.0% 183 7.2% 748 15.4% 74 6.3% 27 3.4% 43 8.3% 2 1.4% 22 4.7% 1,119 8.6% 
休止 297 15.1% 283 11.1% 446 9.2% 43 14.3% 115 9.8% 76 9.5% 4 1.9% 37 7.1% 4 2.9% 92 19.5% 1,397 10.7% 
廃止 79 4.0% 250 9.8% 257 5.3% 5 1.7% 22 1.9% 16 2.0% 3 1.4% 7 1.3%   12 2.5% 651 5.0% 
焼失 566 28.7% 879 34.3% 2,088 43.1% 70 23.3% 451 38.3% 409 51.3% 122 56.5% 213 40.9% 50 36.2% 162 34.2% 5,010 38.5% 
操業中 








942 47.8% 1,412 55.2% 2,791 57.6% 118 39.2% 588 49.9% 501 62.9% 129 59.7% 257 49.3% 54 39.1% 266 56.2% 7,058 54.3% 
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表 2 大阪中小機械金属工業の復旧状況（1946年 6～7月）   
  罹災程度状況（工場数） 復旧状況（工場数） 
  全焼 半焼 全壊 半壊 無被害 完了 工事中 計画中 
大阪鍍金工業統制組合 7 5 4 16 6 10 
大阪府民生機器工業統制組合 112 3 370 28 14 57 
大阪府測量製図統制組合 21 2 19 16 7  
大阪府機械器具工業統制組合 1,548 462 871 313 1,167 1,779 232 311 
全國加熱鋲螺釘工業統制組合 23 3 5 27 28 4 
大阪府産業器具工業統制組合 518 22 108 81 351 
大阪府アセチレン燈工業統制組合 5  7 2 2 1 
大阪府農機具工業統制組合 12 3 5 106 17 3 
日本金型工業統制組合大阪支部 51 2 67 18 3 10 
中部造船統制組合 20 8 20 23 5 
大阪府自動車整備統制組合 16 46 1   
日本医科器械統制組合西部支部 5 2 5 2 14 3 4  
大阪鉛錫精製施設組合 2  1 15 1  
大阪府野鍛冶施設組合 13  257 2  11 
大阪府亜鉛精製施設組合  7   
大阪府線材製品施設組合  64   
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 敗戦後、中小工場は急激に増加していった。表 3 にあるように、全業種の工場数は 1942 年
と比較して全国では 2分の 1、大阪では 3分の 1、東京では 4分の 1まで減少したが、45年か




下がもっとも多く、46～47 年で 2 倍となっていた（職工 5 人以上では表 3 にあるとおり 1.3
倍）。 
 
表 3 1940～1947年の工場数・従業者数・生産額の推移（職工 5人以上） 
  
全国 
全業種 機械器具工業 金属工業 
年 
工場数 従業者数 工場数 従業者数 工場数 従業者数 
1940 137,142 3,829,835  24,997 1,276,926 11,527 449,842  
1941 135,754 3,772,993  25,601 1,388,043 11,010 409,466  
1942 125,680 3,910,563  25,097 1,682,727 11,011 445,334  
1945 57,980 1,720,510  13,339 594,494 5,569 197,075  
1946 84,393 2,542,399  19,688 823,272 9,260 330,136  
1947 108,340 2,759,271  24,211 850,469 9,760 308,035  
       
大阪 
全業種 機械器具工業 金属工業 
年 
工場数 従業者数 工場数 従業者数 工場数 従業者数 
1940 17,610 495,945  4,961 185,730 3,161 89,736  
1941 17,170 461,948  4,945 187,090 3,031 83,273  
1942 15,855 456,176  4,748 205,046 2,974 82,882  
1945 5,370 171,340  1,924 74,446 1,053 27,174  
1946 8,151 265,250  2,863 102,278 1,649 50,265  
1947 10,184 285,900  3,377 102,280 1,935 52,162  
       
東京 
全業種 機械器具工業 金属工業 
年 
工場数 従業者数 工場数 従業者数 工場数 従業者数 
1940 21,266 657,645  8,248 354,658 3,595 85,707  
1941 22,109 622,385  8,717 353,688 3,499 73,780  
1942 21,525 700,728  8,825 432,566 3,505 82,051  
1945 5,428 137,781  2,316 62,309 1,040 20,338  
1946 10,324 256,951  4,299 119,862 2,006 41,118  
1947 11,523 267,663  4,766 124,495 1,847 37,078  
  
出所）通商産業大臣官房調査統計部『工業統計 50年史 資料編１』（1961年）より作成。 
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表 4 全国の従業者規模別工場数・生産額の推移（1940～1947年） 
        生産額単位：百万円 




工場数 生産額 工場数 生産額 工場数 生産額 工場数 生産額  
1940 554,139  2,146 127,876  7,857 7,034 4,768 2,232 14,468  102.1% 
1941 550,364  2,486 126,859  8,786 6,781 5,349 2,114 16,323  101.8% 
1942 512,542  2,342 116,695  8,713 6,791 5,210 2,194 18,117  89.8% 
1945 － － － － － － － － － 
1946 275,897  6,354 76,019  33,566 6,956 21,205 1,418 29,495  207.2% 








1940 34,949  83,868  
1941 36,191  86,984  
1942 35,413  91,183  
1946  8,185  18,368  
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表 6 大阪中小工業の転換 
  












自転車 自転車、弾丸類、軍需品 自転車、及ビ其ノ部品 
農機具 農機具、軍需品各種 農機具 
























紙製品 ノート、帖簿、封筒、其他紙製品一般 〃 





織物 繊維製品－綿スフ織物 〃 
莫大小 肌着類、靴下、軍手 〃 
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生活用品等消費財は、敗戦直後から膨大な需要を形成し、それに応えるために機械金属工業を
含め中小工業の生産は急激に伸びた。表 7によれば、大阪機械金属工業関連組合工場の生産の
伸びは、敗戦直後の 1946年 3－5月でも 1ヶ月当たり平均で約 1.3倍、組合によってばらつき
があるもののなかには 2～3倍の伸びを示しているものもあった。 
 
表 7 大阪中小機械金属工業の生産率 
  






















大阪鍍金工業統制組合 179 293 100% 65%  83% 
大阪府民生機器工業統制組合  85 100  97% 80%  95% 
大阪府測量製図統制組合  60  80 不明 60%  80% 
大阪府機械器具工業統制組合 117 196  53% 71%  86% 
全國加熱鋲螺釘工業統制組合  50  65  60% 37%  62% 
大阪府産業器具工業統制組合  43  66  90% 40%  50% 
大阪府アセチレン燈工業統制組合 不明 不明  40% 20%  40% 
大阪府農機具工業統制組合  70 160  85% 63%  98% 
日本金型工業統制組合大阪支部  80 150  88% 70%  93% 
中部造船統制組合  10  80  60% 20%  50% 
大阪府自動車整備統制組合 不明 不明 不明 不明 不明 
日本医科器械統制組合西部支部  95 100 不明 不明 不明 
大阪鉛錫精製施設組合  25  75  98% 25%  74% 
大阪府野鍛冶施設組合  85 115  90% 75% 100% 
大阪府亜鉛精製施設組合  57  79  16%  9%  13% 
大阪府線材製品施設組合 130 255  60% 70%  85% 












月に廃止されたが、それらに基づく諸法令は、前者については 46 年 1 月の失効後 6 ヶ月間、
後者については 46 年 3 月の失効後 6 ヶ月間有効とされ、物資の配給統制も統制会・統制組合
（ないし改組した工業会・協議会）によって行われた。46年 10月以降は臨時物資需給調整法
に基づく統制（指定生産資材割当制度は 47 年 4 月以降）が行われ、その前後には、物価統制
（46年 3月 3日物価体系、8月経済安定本部・物価庁設置、47年 7月新物価体系）が敷かれ 
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組合配給  其ノ他 
現在手持量/消費量 
織物 石炭 20%  80%   7.0% 
鋳物 銑鉄  
  鋼屑  
  古銑  
手持発註者ノ現物支給 100％  僅少 
  コークス 近畿石炭 40％  闇買 60％  － 
機械器具 金属  30%  70% 相当大ナル見込 
  石炭 
  コークス 
 －  －  － 
利器工具 鉄鋼材   5%  95%  48.6% 
  コークス  50%  50%  16.7% 
  木炭  － 100%  33.3% 
  油類  50%  50%  20.0% 
  硼砂硝酸  100%  60.0% 
  カーバイト  100% 135.3% 
  膠   100% 666.7% 
軽車輌 鉄鋼  24%  76%  － 
  木材  13%  87%  － 
  コークス  30%  70%  － 
農機具 銑鉄  25%  75%  14.3% 
  鋼材  27%  73%  11.3% 
  木材  33%  67%   8.3% 
  コークス  90%  10% － 
琺瑯鉄器 鉄板  40%  60% 191.6% 
  石炭  20%  80%  18.8% 
  釉薬  40%  60% 394.7% 
硝子 石炭  40%  60%  － 
  曹達灰  80%  20%  － 
  石粉  100%  － 
  石灰  50%  50%  － 
  硝石  50%  50%  － 
セルロイド セルロイド生地 100%    50.0% 
  コークス   
  無煙炭   
  石炭 
 20%  80% 
  
刷子刷毛 豚毛   100%  僅少 
  馬毛  100%  〃 
  山羊毛  100%  〃 
  人毛  100%  〃 
  燃料（木炭）  100%  〃 
  石炭  100%  〃 
  薪   100%  〃 
紙製品 原材料  80%  20%  － 
製本業 動力  －  －  － 
  洋紙 紙製品ヨリ入荷スル   材料不足ノタメ手持量ナシ 
  板紙  〃    － 
  和紙  〃    － 
  紙クロース  20%  80%  － 
  布クロース  20%  80%  － 
  縫糸  10%  90%  － 
  布地   5%  95%  － 
  鉄線  90%  10%  － 
  裁断包丁  100%  － 
  小麥澱粉  10%  90%  － 
  和膠   5%  95%  － 
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 第 1 に、近畿地方の石炭消費量からは、「最低月三十万トンはほしいところ」であるが、「十五万トン位
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出所）前掲『戦後大阪に於ける機械金属業界の現状』、41～42頁より作成。 
注）数値は原表のとおり。 
表 9 大阪機械金属工業商業組合仕入状況   
組合ヨリノ配給商品 
組合員ノ全商品仕入量 
配給量 全商品トノ割合 組合名 
終戰前 終戰後 三月以降 終戰前 終戰後 三月以降 終戰前 終戰後 三月以降 
大阪府自転車配給整備統制組合 100 650 380 100 280 220 七割０分 三割０分 四割０分 
近畿ミシン商業統制組合 100 500 2000 100 50 100    
大阪府度量衝器計量器商業統制組合 100 50 80 100 10 30 三割五分 ０割二分 一割二分 
大阪府鉄鋼製品配給統制組合 100 不明 不明 100 不明 不明      
日本建築金物卸商業施設組合 100 不明 不明 100 不明 不明      









                                                                                                                                                        
来たのは半分以下」であった（10～11頁）。 


















（GHQ/SCAP Records/CAS(D)04002/OSAKA MILITARY GOVERMENT TEAM RESOURCES- 
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 1947年 3月の GHQの団体制限の指示で「自転車協議会」が解散し、また同様に、「自転車
製造組合」「リヤカー製造組合」なども解散した後は、さらに自転車問屋・ブローカーが自転車
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図 1 販売経路 
 
  闇資材     手持資材     配給資材     手持資材     闇資材 
 
 
          完成車工場              部品工場 
 
 
  物交用      製品                製品      物交用 
 
 
                  販売整備組合 
 
 
               特殊需要家  販売業者 
 
 
                       需要者 













調査の中間報告－」（日本興業銀行調査部編『産業金融時報』第 6号 1948年、第 8号 1948年、1949年）。
同調査は、1947年から 48年にかけて行った 2回の調査結果を載せたものである。第 1回調査については、
「同行行員のほか復興金融金庫職員、立教大学学生、東京大学学生が各工場を実査して作成した調査票を
もとにし之を集計ないし分析」したもので、「調査の時期は昭和 22年 4月以降約 2ヶ月間、調査対象は都
戦後復興期大阪における中小機械金属工業の再集積 
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（1） 製綿カード 3 送●機 （36） カードピン 46 












































































オフセツト印刷機 手動式メリヤス機械 変圧器 



























（46） 自転車ペダル 105 
列車用発電器凾及部品 一五〇kg台秤 木工機械 














（48） 撚糸機 128 
●削機 アンプケース 扇風機 

















    
紡機部品 バツキユームクリナー     




トーチランプ其他     
高圧配電盤 ダイナミツク部品     









練ロール機     




減速機     
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 こうした東京都の中小機械器具工場の調査でみられた特徴は、大阪でも同様であったと考え
































                                                          
32 大阪府工場協会編『大阪を中心とした中小工業の戦前戦後 第壱輯』（1948年）、12頁。園田理一の活
動については、沢井実「ある能率技師の戦前・戦中・戦後－園田理一の活動を中心に－」（『大阪大学経済
学』49巻 3・4号 2000年）参照。 
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33 中小企業庁編『中小企業の位置と問題点』（日本経済新聞社 1950年）、59頁。 
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表 12 親工場、問屋との受注関係（企業数、％） 
  
  親工場、問屋の有無 
  もっている      もっていない 不明 
全業種（4,963） 1,872（37.7%） 3,048（61.4%） 43（0.9%） 
金属工業（355） 169（47.6%） 184（51.8%） 2（0.6%） 
金属製品工業（414） 217（52.4%） 191（46.2%） 6（1.4%） 
機械工業（543） 279（51.4%） 262（48.2%） 2（0.4%） 
電気機械器具製造業（207） 98（47.3%） 106（51.2%） 3（1.5%） 
運輸機械器具製造業（128） 41（32.0%） 87（68.0%）      - 
精密、光学、医療及び理化学機械器具
製造業（85） 














表 13 中小企業事業所「整理」状況（13道県） 
  
  整理件数 整理人員数
1950年 1月～3月 1,549 21,726 
1950年 4月～6月 1,494 18,706 
1950年 7月～9月 642 11,834 
1950年 10月～12月 328 4,907 
  
出所）中小企業庁振興部広報課『中小企業事業所整理状況調査』 
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 1948～1954年の事業所数・従業者数の拡大の中心は 45～47年と同じく中小工業であった。 
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表 14 1948～1954年全国・大阪製造事業所数・従業者数の推移（従業者数４人以上） 
  
全国 
全業種 機械関連 金属製品 
年 
事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 
1948 100,304 2,939,821 17,237 797,389 6,306 118,110  
1949 108,743 3,325,745 17,947 816,698 5,946 122,211  
1950 156,223 3,860,814 20,969 812,904 8,538 143,394  
1951 166,395 4,237,698 21,761 862,118 9,318 164,828  
1952 168,107 4,305,913 21,591 891,342 9,808 177,649  
1953 172,612 4,658,187 22,341 978,776 10,711 214,752  
1954 184,486 4,737,254 23,512 974,499 11,552 219,009  
大阪 
全業種 機械関連 金属製品 
年 
事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 
1948 9,369 307,108 2,655 97,249 1,305 29,993  
1949 10,224 342,074 2,740 94,927 1,268 32,734  
1950 14,272 405,140 3,377 101,499 1,748 32,502  
1951 15,913 458,893 3,521 106,493 1,931 38,029  
1952 16,200 472,077 3,372 109,706 2,002 39,873  
1953 17,088 525,442 3,471 121,679 2,176 48,018  






表 15 全国の従業者規模別事業所数・製造品出荷額等の推移（1948～1954年） 
        製造品出荷額等単位：百万円 



















1948 119,772  49,748 92,060  291,191  6,457 168,004 1,769 365,875  139.1% 
1949 131,464  65,570 99,194  401,313  7,558 280,627 1,979 760,384   98.3% 
1950 196,225  77,946 146,105  633,304  7,854 433,236 2,214 1,227,556   93.2% 
1951 227,363  119,581 155,303  1,002,189  8,645 718,300 2,399 2,307,476   79.7% 
1952 230,294  143,965 156,613  1,218,443  8,997 867,353 2,449 2,530,305   88.1% 
1953 233,176  168,660 159,783  1,512,887  10,097 1,116,840 2,684 3,078,502   90.9% 
1954 245,953  193,164 171,754  1,691,619  9,984 1,185,049 2,694 3,177,316   96.6% 
  
出所）表 3に同じ。 
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表 16 大阪府下従業者数規模別工場数の変化 
  
  1949年 1952年 
1～4人（3人以下） 6,897 11,781 
5～49人（4～49人） 9,441 14,685 
50～199人 1,109 1,285 
200～499人 156 203 






















表 17 大阪府下市郡別工場数（1952年）＜全従業者数規模＞ 
  
大阪市 17,540 八尾市 288 
堺市 1,457 泉佐野市 197 
岸和田市 466 富田林市 252 
豊中市 97 寝屋川市 68 
布施市 1,419 三島郡 134 
池田市 57 豊能郡 216 
吹田市 122 泉北郡 1,088 
泉大津市 515 泉南郡 709 
高槻市 109 南河内郡 752 
貝塚市 371 中河内郡 1,451 
守口市 169 北河内郡 363 
枚方市 106 合計 28,044 
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表 18 産業分類別大阪市郡工場数（1952年）＜全従業者数規模＞ 
  
  大阪市 堺市 布施市 泉北郡 中河内郡 
食料品製造業 1,482 156 59 39 73 
紡織業 583 207 86 593 119 
衣服及び身廻品製造業 1,607 27 48 26 117 
木材及び身廻品製造業 1,124 94 51 19 25 
家具及び装備品製造業 728 30 19 13 24 
紙及び類似品製造業 660 23 39 2 44 
印刷出版及び類似産業 1,024 14 17 3 10 
化学工業 664 57 54 9 60 
石油及び石炭製品製造業 63 6 4 - 5 
ゴム製品製造業 126 4 11 1 18 
皮革及び皮革製品製造業 492 5 30 1 13 
ガラス及び土石製品製造業 496 37 16 307 81 
第一次金属製造業 823 48 104 1 139 
金属製品製造業 2,783 275 250 3 235 
機械製造業 2,146 154 236 23 136 
電気機械器具製造業 639 18 46 3 25 
輸送用機械器具製造業 490 263 52 3 33 
医療機械理化学機械写真機光学機械器
具及び時計製造業 
274 8 19 6 68 
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表 19 大阪市区別製造事業所数の推移 
  
  1950年 1952年 1954年 
北 501 803 884 
都島 355 476 755 
福島 857 1,137 1,282 
此花 161 193 238 
東 306 379 572 
西 417 409 577 
港 178 193 264 
大正 626 695 685 
天王寺 454 687 881 
南 382 564 746 
浪速 358 703 1,121 
大淀 610 712 795 
西淀川 686 703 710 
東淀川 795 884 1,130 
東成 1,716 1,956 2,397 
生野 2,108 2,112 2,535 
旭 329 363 535 
城東 1,160 1,469 1,873 
阿倍野 776 866 1,063 
住吉 266 353 469 
東住吉 688 699 1,093 
西成 917 1,184 1,427 

















                                                          
42 復興期のラジオ生産・品通販売については、中島裕喜「戦後日本における専門部品メーカーの発展－1945
戦後復興期大阪における中小機械金属工業の再集積 





表 20 大阪府下細分類別製造事業所数（1950年）＜従業者数 4人以上＞ 
  
金属製品製造業 1,752  
  刃物、手工具及び一般金物製造業 327  
   他に分類されない金属製品製造業 186  
  建築用金属製品製造業 149  
  金属塑形、被覆及び彫刻業 501  
   電気メッキ、金属張り及び研磨業 203  
  線材製品製造業 187  
   他に分類されない線材製品製造業 124  
  その他の金属製品製造業 401  
    ボルト、ナット、座金及びリベット製造業 245  
機械製造業 2,090 
  金属加工機械製造業 250  
  繊維機械製造業 526  
   紡織機械製造業 245  
   織物機械生業 253  
  特殊産業等機械製造業 317  
   他に分類されない特殊産業用機械製造業 124  
  事務用、サービス用及び家庭用機械器具製造業 318  
   ミシン製造業 228  
  その他の機械部分品製造業 229  
    弁及び付属品製造業（ガス、水道及び配管用の弁を除く） 118  
電気機械器具製造業 525  
  発電、送電、配電及び産業用電気機械器具製造業 251  
  通信機械器具及び関連機械器具製造業 105  
輸送用設備製造業 615  
  自転車、リヤカー及び部分品製造業 373  
    自転車、リヤカー及び部分品製造業 373  










                                                                                                                                                        
～60年，電子部品産業の事例」（『経営史学』第 33巻 3号 1998年）、同「復興期日本のラジオ・パーツ品
通と問屋街：大阪・日本橋の分析を中心に」（『大阪大学経済学』第 48巻 3・4号 1999年）、同「ラジオ産
業における生産復興の展開」（東洋大学『経営論集』第 71号 2008年）を参照。 
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43 前掲「戦後復興期大阪における自転車産業と中小機械金属工業」。 
